
事業性評価と知財金融について

平成29年3月3日

金融庁監督局銀行第二課



14年 10月 金融再生プログラム
⇒地域金融機関の不良債権処理については、主要行とは異なる特性を有するリレーションシップバンキングのあり方を
多面的な尺度から検討

15年 3月 リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム（15～16年度）
⇒リレーションシップバンキングの機能を強化し、中小企業の再生と地域経済の活性化を図るため各種の取組みを進め
ることによって、不良債権問題も同時に解決。リレーションシップバンキングの機能強化計画の提出

15年 6月 事務ガイドラインの改正
⇒リレーションシップバンキングの機能の一環として行うコンサルティング業務等取引先への支援業務が付随業務に該
当することを明確化

17年 3月 地域密着型金融の機能強化に関するアクションプログラム（17～18年度）
⇒金融機関が取組むべき事項として、事業価値に着目した知的財産権担保融資などを例示。

19年 4月 地域密着型金融の取組みについての評価と今後の対応について（金融審議会第二部会報告）
⇒「目利き機能」発揮の方策として、特許等の定性情報評価を制度化した知的資産経営報告書の活用を例示。

19年 8月 監督指針の改正 ⇒ 時限プログラムから恒久的な枠組みへ

20年 9月 リーマンショック

20年 11月 中小企業金融円滑化法 （二度の延長を経て、23年3月に終了）

23年 5月 監督指針の改正 ⇒ 地域密着型金融をビジネスモデルとして確立

25年 9月 金融モニタリング基本方針 ⇒ 事業性評価にかかるモニタリングの開始

26年 9月 金融モニタリング基本方針

27年 9月 金融行政方針

リレーションシップバンキング～事業性評価の歩み
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平成25事務年度以降の対応

立入検査（オンサイト・モニタリ

ング）における個別の資産査定

を中心に金融機関の健全性を

評価

○ 25事務年度は、地域銀行が取引先企業の事業を適切に評価できて

いるかについて個別事例に基づき銀行と議論

○ 26事務年度以降は、地域銀行が事業を適切に評価し企業の活性化

にいかに取り組んでいるかを検証し、銀行の態勢の強化を促進

≪参考≫中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針（抜粋）

資産査定中心の健全性評価

○ 25事務年度は、小口の資産査定について、金融機関の判断を極力

尊重

○ 26事務年度以降は、金融機関の健全性に影響を及ぼす大口与信

以外の資産査定について、原則として金融機関の判断を尊重

（金融モニタリング基本方針に明記）

① 資産査定における金融機関の判断の尊重

② 事業性評価に基づく融資の促進

《従前の検査（モニタリング）手法》

借り手の事業内容等
の適切な評価に基
づく融資の促進

金融機関の融資は、
企業の財務データ、

担保・保証に必要以上
に依存する傾向

金融機関全体の
リスク分析に基づく
健全性評価

2



昨事務年度、金融庁として企業へのヒアリング及びアンケート調査を実施 （対象企業：3,211社）

その結果によれば、企業は、メインバンクに対し、「融資の金利条件」以上に、「自社や自社の事業への理解」

や「長年の付合いによる信頼関係」を求めている
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長年の付合いによる信頼関係

自社や自社の事業への理解

支店が近い

融資スタンス（業況悪化時等も安定した融資）

融資実行までの意思決定が速い

融資の金利条件が良い

融資以外の各種サービスの提供

頻繁に訪問してくれる

短期継続融資借入への対応

（％）

約３倍

企業がメインバンクに求めるもの
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金融機関の融資先企業へのヒアリング



金融機関

本

部

営
業
店

企

業

① ニーズや課題の把握

② 事業性評価を踏まえた対話

③ 支 援

≪共通の特徴≫

① 企業のニーズや経営課題の把握において、経営者との直接対話、ヒアリング項目の策定、ＩＴの活用による本部・営業

店での情報共有等、独自の仕組みを構築

② 金融機関が分析した企業の事業性評価等を企業に開示しながら、経営課題の背景・根拠の分析結果や経営改善に

向けたポイントを説明する等、企業との課題共有のための対話を実施

③ 企業への経営支援について、経営陣・本部が個々の進捗状況を確認し具体的な指示を行う等、営業店任せではなく

本部が積極的にサポート

≪その他の特徴的な取組み≫

○ 企業の事業性に関する目利き力や企業に対する提案力の向上を図るための人材育成

○ 本業支援の取組みを行員の業績評価に反映

■ 企業から評価される金融機関には、本部を含めた組織全体として、企業との課題共有を図る仕組みを構築し、

企業のニーズや課題に沿ったサービスの提供に努めているという、共通の特徴が見られた
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企業から評価される地域金融機関の取組み



地域金融機関における知的財産の活用
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知的財産の事業性評価等への活用

・ 地域金融機関では、事業性評価や融資審査に知的財産を活用するところが増えつつある。

・ 顧客の事業や技術力に対する理解の深化（事業性評価）や対話のツールとして活用。

・ 融資判断の補強材料や取引先の本業支援・課題発掘の判断材料として活用。

・ 企業の強みや成長性、ビジネス全体を読み解くツールの１つとして「知財ビジネス評価書」を活用。

≪参考≫地域金融機関における知財ビジネス評価書の活用状況

※累計135機関（うち地域金融機関は130機関）が知財ビジネス評価書を活用

知的財産に着目した融資商品

地域銀行のうち10行が、知的財産に着目した融資商品を販売。

（例） ・ 知財ビジネス評価書や外部機関を活用して、知的財産の評価を実施。

⇒ 外部機関の活用に際して発生する費用を銀行が負担

・ 一定の要件を満たせば、金利優遇や担保を不要としている。

知的財産活用促進のための課題
・ 行員の知識やノウハウが不足。

⇒行員による知的財産に係る資格取得の推奨など、人材育成に努めるとともに、外部機関

とも連携。

26年度 27年度 28年度

知財ビジネス評価書を活用した金融機関 22機関 63機関 107機関

うち地域金融機関 18機関 59機関 105機関



地域金融機関における知的財産を活用した融資の取組事例

6（出典）岩手銀行、特許庁 （出典）千葉銀行

岩手銀行 千葉銀行


